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北國銀行は企業理念に「豊かな明日へ、信頼の架け橋を ～ふれあいの輪を拡げ、地域と共に豊かな未来を築き
ます～」を掲げ、それに基づく行動規範「20の心得」にて「お客さまのより良い生活実現に向けて行動する」ことを謳っ
ております。

お客さまのライフプランにおける夢・目標を実現するため、資産形成・運用を通してお客さまの金融資産が中長期的
に安定して増えていくことが、金融商品の販売にあたって私たちが最も大切にすべき「お客さまの最善の利益」だと考え
ております。

ライフプラン
夢・目標

コンサルティング
アドバイス

金融商品
の販売

ライフプランにおける夢・目標を実現するには
お金が必要・・・

金融資産が安定して増加
⇒ライフプランの実現へ！

１．北國銀行が考える「お客さま本位の業務運営」

２



お客さまの利益と北國銀行の利益がウィンウィンの関係を目指して、2022年11月から窓販・インターネット
バンキング専用ファンド全商品の購入時手数料を無料にしました。

投資信託全商品ノーロード化（購入時手数料無料)

⚫ 購入時手数料をいただかないノーロード投資信託のみを取り扱いすることで、お客さまにとって効率的な
資産運用を提案します。

⚫ 信託報酬をメインとした手数料収入体系とすることで、中長期運用によりお客さまの資産残高が増えれば、
北國銀行が得られる手数料も増える体系をめざします。

投資金額
97万～98万

手数料２～3万

購入時手数料の
ある投資信託

投資金額
100万

ノーロード
投資信託

購入時手数料
資産の増減と関係なく、購入時に一定の料率で必要な手数料です。

信託報酬（代行手数料）
投資信託を保有している間、投資信託の保有額に応じて日々支払う費用で
投資信託の信託財産から間接的に支払われます。
お客さまの資産残高が増えれば、信託報酬を通して北國銀行が得られる手数料も
増加します。

１．北國銀行が考える「お客さま本位の業務運営」

３



「長期・積立・分散」投資によりお客さまの豊かで安心したくらしを実現していただくために、窓口やホーム
ページ等でのわかりやすい情報提供に努め、投資の必要性や方法についてよりご理解いただけるように
取り組んでおります。

４

これから投資信託を購入される方も、すでに保有されている
方にも、お客さまに合った商品のご提案、メンテナンスができ
るようなツールを活用しております。

ご自身のライフプランにおける夢・目標などを入力する
ことで、生涯収支を簡単シミュレーションできます。

ライフプランコーチの活用 投信NAVIの活用

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



銀行窓口に行かなくても、お客さまがご自宅や職場などから、ライフプランや資産形成についてご相談いただける
「マネープラザオンラインデスク」を2023年4月より開設しました。また、同年７月からはより便利にご利用いただける
よう休日のご相談受付を開始し、「お客さまのご希望の場所」で大切なご資産に関する相談ができるようになりました。
（2023年度相談実積：1,089件）

５

⚫ ライフプランニング、資産運用、相続対策に関するご相談、提案、申込手続きまで受付が可能です。
⚫ 資産運用の専門スタッフがひとりひとりにあったアドバイスをご提供しております。

＜2023.5.28掲載 新聞広告＞ ＜オンライン相談のイメージ＞

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



投資信託の商品選定において、お客さまが中長期で目標リターンを着実に目指していただけるよう、
「コア運用」※に適した商品を中心に厳選して、ラインアップしております。
※コア運用=リスクを最適化しながら安定した値動きを中長期で目指す運用

６

 ・〇〇債券ファンド

    ・××先進国債券ファンド

    ・××株式ファンド

    ・〇〇株式ファンド

    ・〇〇バランスファンド

    ・××バランスファンド

⚫ 当行では複数の商品をパッケージとして販売・推奨しておりません。
⚫ 金融商品の組成にかかわる事業者ではございません。

ファンド数・種類が多いと・・・選ぶのが大変？
北國銀行のラインアップ
厳選したファンドからお客さまにふさわしいものを選定

  ・〇〇債券ファンド

   ・××債券ファンド

   ・××先進国債券ファンド
   ・〇〇債券ファンド

   ・××株式ファンド
   ・〇〇TOPIXファンド
   ・〇〇イノベーションファンド

   ・××デジタル株式ファンド
   ・〇〇ESG株式ファンド

   ・〇〇バランスファンド
   ・××バランスファンド

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

バランス型

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

バランス型

⚫ ファンド数、名称はイメージであり、実際のラインアップとは異なります。

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



投資信託では、購入時手数料の無料化に加えて、インデックス型ファンドを中心に運用期間中のコストを抑えること
のできる商品ラインアップを取り揃えております。またNISA制度拡充により資産運用の機運が高まる中、インデックス
型に加えて、アクティブ型投信の「なかの日本成長ファンド」「なかの世界成長ファンド」を導入し、お客さまに最適な
ファンドをご選択いただけるよう、ラインアップの見直しを実施しました。（2024年6月）

確定拠出年金においても加入者の年金資産運用ニーズに応えるため、低コストのバランス型・インデックスファンドを
追加しました。（2024年3月）

７

＜eMAXIS Slimシリーズ＞ ＜FDA日米バランスファンド(積極型)＞

確定拠出年金に低コスト商品を追加

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

投資信託にアクティブ型ファンドを追加

＜なかの日本成長ファンド＞ ＜なかの世界成長ファンド＞



当行で取扱いしている投資信託全ファンドについて、定期的に運用状況をモニタリングし、評価を実施しております。
2022年度末基準の評価では、定量面・定性面の評価を実施、2023年度は全てのファンドの取扱いを継続する
こととしました。

８

⚫ 純資産総額・販売額が上位のファンドについては月次でモニタリングを実施、その他のファンドについても年に1回
ファンド評価を実施しています。

⚫ 基準価格や純資産総額等の定量面、運用に関わる人材やポートフォリオ等の定性面で評価を実施しています。
⚫ モニタリングには当社グループ傘下の投資助言会社である株式会社FDAlcoの運用担当者も参加し、第三者的
立場で公平に評価を実施しています。

⚫ ファンド評価で得られた情報を北國銀行の販売担当者へフィードバックし、お客さまへの情報提供に役立てて
います。

ファンド評価の実施

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



＜セミナー資料の例＞ ＜セミナー内容＞

• 資産運用のポイントと活用
• お金の貯め方
• じぶん年金
• ライフプランニング
• 企業型DC継続投資教育
• 便利なサービス など

お取引先従業員の皆さまのお金に関する不安・疑問解消のため、職域での金融教育セミナー開催に積極的に
取り組んでおります。経営者の皆さまからは福利厚生向上の一環となっているとのお声をいただいております。

＜2023年度開催実績＞

• 開催件数：639社／783回
• 参加人数：のべ8,245名

職場つみたてNISA

事業主さまが役職員さまの資産形成の支援を
目的として導入する制度「職場つみたてNISA」
の取り扱いを開始しました。（2023年11月）
職場という身近な場を通じて、役職員さまが
NISA口座を利用した資産形成を可能とします。

職域セミナーの開催

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

９



ライフプラン相談サービス

10

法人FPサービス

グループ会社のFDAlcoで行っていたライフプラン相談サービスを北國
銀行が行うことで、解決策の具体的な相談から商品、サービスの申込
までをワンストップで行うことができ、これまで以上にお客さまと長く繋が
り続けることが可能になりました。（2023年11月）

お客さまのライフプランに関するご相談内容を整理、現状を見える化し、夢・目標の実現のためのアドバイスを
行っております。

法人さまの福利厚生充実の一環として「法人FPサービス」の取扱いを開始
しました。（2023年11月）事業主（個人事業主、組合等）さまが役職
員さまのライフプラン実現の支援を目的として導入するサービスです。契約を
締結すると、事業主さまがコンサルティング手数料を負担し、役職員さまは
個別のライフプラン相談を受けることができます。

＋

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



HOKKOKU LIFE＋ Prime(※)の特典として、北國おまかせ
Navi積立奨励金 6,000 円(年1 回)をプレゼントしています。
※月間500円(税込)でお申込みいただける銀行のサブスクリプシ
ョンサービスです。

＜HOKKOKU LIFE ＋＞
キャッシュレス・ 銀行口座のデジタル化により、便利さと
豊かさを提供するお客さまの生活基盤となる預金口座
サービスです。

＜北國おまかせNavi＞
資産運用がはじめての方にもおすすめな全自動の
資産運用サービスです。

北國おまかせNavi積立奨励金

11

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



＜北國銀行における保険商品の位置づけ＞
資産運用を目的とするものではなく、保障（そなえる）や相続対策（のこす）を目的として活用すべきものと
考えています。
※「資産運用を目的としない」のは、手数料のコスト負担を考えると効率の良い運用方法ではないと考えている
ためです。

その目的において、為替リスクを有する外貨建保険を選択するのは、以下2点の理由から合理的な理由は
乏しいと考えております。

①保障（そなえる）の対象とするべき経済的損失に対して、為替変動により受取金額が変動すると、十分な
金額をお受け取りできないおそれがあります。

②相続対策（のこす）を目的とする場合、為替変動により受取金額が変動すると、確実な暦年贈与の計画が
立てられなくなるおそれがあります。

＜ご参考＞
外貨建保険 契約残高（2024年3月末） 243件/1,211百万円
※直近3年間における、新規のお申込はございません。

北國銀行における外貨建て保険の販売に対する考え方

12

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



北國銀行におけるファンドラップの販売に対する考え方

北國銀行では以下理由により、個人のお客
さまの資産形成・運用のための商品として
仕組債は適していないと考えており、2018年
以降、仕組債の販売実績はございません。

＜理由＞

①仕組債はデリバティブ（金融派生商品）を使った
複雑な仕組みの債券で、もともとは機関投資家など
プロ向けに開発された商品であります。

②そのため、どのような場合に元本割れが発生する
可能性があるのかなど、個人のお客さまにとっては理解
が難しく、リスクが大きいと考えております。

③また、コストについても一部不明確な商品内容で
あり、お客さまにとって理解が難しいと考えているため
です。

北國銀行では以下理由により、お客さまの
資産形成・運用のための商品としてファンド
ラップは適していないと考えており、ファンド
ラップの取扱いをしておりません。

＜理由＞
①複数のファンドを組み合わせた運用を行うため、
どのような種類のコストがどれくらい含まれているのか
お客さまにとって理解が難しいと考えております。

②また、一般的には他の資産運用商品と比較して
コストが高くなるため、それに見合うだけの運用収益が
期待しづらい可能性があります。

③さらには代替として、投資信託のバランス型ファンドに
よる資産運用でお客さまのニーズにお応えする事が可能と
考えているためです。

北國銀行における仕組債の販売に対する考え方

13

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



提案時のガイドブック活用

「ためる・ふやす」ニーズについて解説した「ライフプランガイドブック」と
「のこす」ニーズについて解説した「相続事業承継ガイドブック」を
活用しています。

各種セミナー、動画配信の実施

資産運用やセカンドライフプラン、相続対策など、お客さまの
年代やニーズに合わせて各種セミナー、動画配信を実施してい
ます。

お客さまのライフイベントやニーズ、悩みは一人一人異なります。北國銀行ではライフスタイルや資産状況に
応じて最適なアドバイスとサービスの提供を行うことで、お客さまに豊かで安心したくらしを実現いただけるよう
取り組んでおります。
「おかねのマメ知識」「NISA活用」等の動画を作成し、HP掲載またはメール配信も順次行っております。

＜2023年度お客さま向けセミナー実施内容の一例＞

３．お客さまへのわかりやすい情報提供

14

＜おかねのマメ知識動画配信＞

• 第１回：マイホーム検討前に考えたいこと
• 第２回：ライフプランの考え方
• 第３回：家計の収支見直し
• 第４回：NISAを活用しよう
• 第５回：自分にあった保険の考え方



重要情報シートの活用

15

３．お客さまへのわかりやすい情報提供

⚫ 投資信託提案の際は、お客さまに商品情報をわかりやすく提供し、金融商品の比較を容易にするため重要情報シート
（金融事業者編、個別商品編）を活用しています。

⚫ 金融事業者編には、当行の商品選定のコンセプトや取扱商品、苦情相談窓口を記載しており、投資信託の新規取引の
際に説明・交付しています。

⚫ 個別商品編には、商品の内容、リスク、運用実績、費用等を記載し、投資信託販売の際に説明・交付しています。



若年期から正しく金融リテラシーを高めることで、将来の安定的な資産形成や保険・ローンの適切な活用を
行えるよう、金融教育に取り組んでおります。（2023年度実績件数：41校）

＜動画作成＞
高校生や大学生、その親御さま向けの動画を
作成し、ホームページ・YouTubeにて配信。

「５分程度」の動画となっており、スキマ時間や休
憩がてらの視聴もできる。現在16動画を配信。

今後も拡大予定。

＜ポスターの作成・配布＞
作成した動画を広く知ってもらうために石川県
内の高校にポスターを配布。

16

３．お客さまへのわかりやすい情報提供



＜親子向け金融教育セミナー＞
おかねについて、親子で学べるプログラムを開催。(2023年8月）

日頃あまり金銭感覚に
ついて家族で話すことを
していなかったので、非常に
有意義な時間を過ごすこと
ができました。

セミナー後の
親御さまの声

テーマ：おかねについて親子で学ぼう！

対象：小学４～6年生とその親御さま50組（100名）
お子さま向け：おかねの大切さやキャッシュレス体験
（講師：キャサリン＆ナンシー）
親御さま向け：家庭でできる金融教育や親も知っておきたいお金の話
（講師：塚本俊太郎氏）

17

３．お客さまへのわかりやすい情報提供



＜北國銀行ファンド一覧＞＜ホームページ＞

投資信託に関する手数料・費用

北國銀行のファンド一覧

お客さまにご負担いただく各種手数料については、当社ホームページや各種チラシ・冊子等において、金額や
料率、どのようなサービスに対する対価であるかなど、具体的かつ比較しやすいように掲載したうえで、わかりやすい
説明を心がけております。

＜その他掲載先＞
北國銀行ホームページ内
・北國銀行のつみたて投信「はじめる投信」冊子
・投資信託のお取引に関するご案内

18

４．手数料の明確化



メールでのコラム配信 アフターフォロー動画配信

お客さまの運用状況やご意向に合わせて、定期的に面談、メール・セミナー等により情報配信を行い、お客さまが
安心して資産形成・運用を継続できるようアフターフォローに取り組んでおります。

高齢のお客さまへの対応

⚫ 当行ではご高齢のお客さまへの
金融商品販売にあたって、高齢者
ルールを制定し、行員複数名で
理解度を確認するなどの対応を
おこなっております。

⚫ 金融商品の契約においては、複数
回の面談実施やご家族の同席を
お願いするなど、商品内容を十分
ご理解いただけるよう努めております。

⚫ お客さまのご年齢によっては、当行
からリスクの高い商品の提案を控え
させていただく場合がございます。

19

５．アフターフォロー



＜事前予約制の周知チラシの活用＞

＜アンケート結果＞
⚫ 投資信託については「購入手数料が全商品無料であること」、北國おまかせNaviについては「商品を選ばずに自分に
あった運用ができること」に高評価を得られていることが確認できました。

⚫ 多くのお客さまがアフターフォローを希望されていることを確認いたしました。

投資信託・北國おまかせNaviを保有いただいているお客さまのご意見・ご要望を幅広くお聞きし、今後のサービス
改善に役立てるため、アンケートを実施しました。(投資信託：2024年3月、北國おまかせNavi：2024年5月)

＜今後の取り組み＞
⚫ 資産運用に関するご相談について、お客さまのご意向に合わせてゆっくりとご相談いただくことを目的として、事前予約制を
開始しました。

⚫ メール配信やDM等で、きめ細かな情報提供によるアフターフォローを行っております。

＜対面でのアフターフォローの様子＞
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⚫ 業績評価制度を継続的に見直し、2015年にはいわゆるノルマ制度を廃止しました。
2021年からは業績評価と人事考課を統合し、個々人に求められる役割や中長期的な目標にスポットを
当てた「キャリアレビュー」を開始しました。

⇒以上により、お客さま目線の行動に対する意識づけを徹底しています。

⚫ 社内研修は実践的スキルを早期習得するため、知識のインプットは事前に動画で行い、ディスカッション・ロープレ
によるアウトプット中心の研修内容とし、お客さまに合わせたアドバイス・課題解決スキル向上を図っています。

＜その他の具体的な取り組み例＞
●事前・事後カンファレンス実施による最適な提案
●個人コンサルチーム アセスメント実施
●研修動画のアーカイブ配信
●役割に応じた階層別研修
●スキルアップを目的とした研修
●スキルマップの活用

（参考）2023年度の社内向け研修実施回数

営業体制

社内研修状況
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北國銀行（以下「当行」といいます）は、当行または当行のグループ会社とお客さまの間、ならびに、当行または
当行のグループ会社のお客さま相互間における利益相反のおそれのある取引に関し、法令等および利益相反管理
方針に従い、お客さまの利益を不当に害することのないよう適正に業務を遂行いたします。当行は、法令等に従い、
当行の利益相反管理方針の概要をホームページに公表しております。

利益相反管理方針

手数料目的の販売について

外貨建保険・仕組債
ファンドラップの新規

販売なし

顧客の利益より銀行の利益を
優先した手数料目的の販売は

見られません。

投資信託全商品
ノーロード化

信託報酬が安い
投資信託の導入

業績評価
（ノルマ）を廃止

各種取り組みによって、手数料目的の販売は発生しない体制としています。
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⚫ 当行はグループ傘下の投資助言会社であるFDAlcoが投資助言を行っている商品を販売しており、信託
報酬の一部をFDAlcoが受取します。

⚫ 投資信託全体におけるみどりの架け橋販売比率や2023年度投資信託販売上位10銘柄から見ても、
みどりの架け橋の優先販売は見られません。

⚫ 当行は投資信託販売に伴い、当該商品の提供会社から委託手数料等を受取していません。

※投資信託販売におけるみどりの架け橋の比率は高くない。
※みどりの架け橋とは、当行グループ傘下の投資助言会社であるFDAlcoが
投資助言を行っている商品。

優先販売

投資信託販売額におけるみどりの架け橋販売割合

※2023年度投資信託販売上位10銘柄に占めるみどりの架け橋（成長型・
安定型）の割合は12.4％であり割合は高くない。
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利益相反の可能性がある取引管理

⚫ 当行では金融商品販売に関する下記項目について、担当部署によるモニタリングを実施し、社員への牽制及び
教育・指導を行っています。
①過度な乗換取引の有無
②高齢者への販売ルール遵守
③事業性融資先に対する優越的地位の濫用有無
④短期間での売却、解約

⚫ モニタリングでは、お客さまの意向を無視した銀行都合による販売や社内規則に違反した取扱がないことを確認
しました。

新商品導入時の審査実施

⚫ 新商品導入時は、販売部門だけでなく管理部門も参加して新商品導入について審査を実施しています。
⚫ 主な選定ポイント
①利益相反管理対象となる商品か
②顧客の判断を誤らせる商品設計となっていないか
③過度に当行に有利な商品設計となっていないか
④手数料の妥当性について十分検討がなされているか
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⚫ 当行のお客さまの投資信託平均保有期間は、4.49年です。2023年度は新NISA制度移行に伴い、
保有投資信託を一旦売付するお客さまが多く、昨年度と比較して平均保有期間が短い結果となりました。

⚫ 投資信託平均保有期間や投資信託・北國おまかせNaviの顧客数推移からも、当行が推奨する長期
投資が地域のお客さまに浸透していると考えております。

投資信託・北國おまかせNaviの顧客数投資信託の平均保有期間
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９．各種データ

※平均保有期間の計算式：年度中の平均残高（注）÷年度中の解約・償還額
（注）平均残高＝（前年度末残高＋年度末残高）÷２
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投資信託・北國おまかせNavi積立顧客数と積立顧客割合 投資信託・北國おまかせNaviの平均積立金額

⚫ 積立型投資は少額から手軽に始めることができ、投資時期を分散させることで取得価格を平準化
（価格変動リスクを低減）させる効果があります。

⚫ 当行ではお客さまの安定的な資産形成実現のため、積立型投資を推奨しております。投資信託・
おまかせNaviを保有しているお客さまの約半数が積立型で運用しており、平均積立金額も年々
増加しております。
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⚫ iDeCo契約者数は順調に推移しており、各種セミナー等を通じて将来のための資産形成やライフプランニングの
必要性が浸透していると考えております。

⚫ 毎月積立額のうち投資信託での運用も増えており、iDeCo契約者の年金資産運用ニーズも増加しています。

９．各種データ

iDeCo契約者数 iDeCo積立金額と投資信託での運用割合
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投資信託の運用損益別顧客比率 投資信託預かり資産残高上位20銘柄

⚫ 対象のお客さま：基準日時点に投資信託を保有している個人のお客さま
⚫ 対象のお取引：弊行の投資信託口座による取引、他社の金融仲介口座
による取引

⚫ 運用損益比率＝トータルリターン÷時価評価額

金融庁公表の「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIに
ついて」に基づいた定義により、当行取扱投資信託において、
設定5年超の投資信託のうち残高上位20銘柄を掲出しています。28
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投資信託の預かり資産残高上位20銘柄のコスト・リターン/リスク・リターン

＜2022年3月末＞ ＜2023年3月末＞
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外貨建保険の運用損益別顧客比率 外貨建保険取扱銘柄

⚫ 対象のお客さま：基準日時点に外貨建一時払保険を契約している個人のお客さま
⚫ 対象のご契約：弊行が保険募集を行ったご契約。基準日時点でご解約済みの契約、
                        年金のお支払いが開始している年金契約（据置期間の契約を含む）は除外する。

⚫ 運用損益比率＝（基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額）―契約時点の一時払保険料（いずれも円換算）
契約時点の一時払保険料（円換算）

金融庁公表の「外貨建保険の販売会社における比較可能な共通
KPIについて」に基づいた定義により、当行取扱い保険商品において、設定
５年超の保険商品を掲出しています。
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⚫ 保険契約開始から5年以上契約した契約が対象。
⚫ コスト＝各契約のコスト率について、保険会社が支払う代理店手数料のうち、新契約手数料率を基準日までの契約期間(月単位)で除したものと年間
の継続手数料率を使用することで算出し、各契約のコスト率を、各契約の契約時点の一時払保険料（円換算）で加重平均する。

⚫ リターン＝各契約のリターン率について、(基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額－契約時点の一時払保険料) ÷ (契約時点の
一時払保険料) を年率に換算し、各契約のリターン率を、各契約の契約時点の一時払保険料で加重平均する（いずれも円換算）。31
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顧客本位の業務運営に関する原則 記載部分

原則2 金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客に対して誠実・公正に業務を行い、顧客の最善の利益を図るべきである。金融事業者は、こうした業務運営が
企業文化として定着するよう努めるべきである。

P.2,P.3
P.21

（注） 金融事業者は、顧客との取引に際し、顧客本位の良質なサービスを提供し、顧客の最善の利益を図ることにより、自らの安定した顧客基盤と収益の確保につなげていくこ
とを目指すべきである。

P.2,P.3
P.25～P.27

原則3 金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性について正確に把握し、利益相反の可能性がある場合には、当該利益相反を適切に管理すべきである。金融
事業者は、そのための具体的な対応方針をあらかじめ策定すべきである。

P.22～P.24

（注） 金融事業者は、利益相反の可能性を判断するに当たって、例えば、以下の事情が取引又は業務に及ぼす影響についても考慮すべきである。 
・販売会社が、金融商品の顧客への販売・推奨等に伴って、当該商品の提供会社から、委託手数料等の支払を受ける場合 
・販売会社が、同一グループに属する別の会社から提供を受けた商品を販売・推奨等する場合 
・ 同一主体又はグループ内に法人営業部門と運用部門を有しており、当該運用部門が、資産の運用先に法人営業部門が取引関係等を有する企業を選ぶ場合

P.22～P.24

原則4 金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料その他の費用の詳細を、当該手数料等がどのようなサービスの対価に関するものかを含め、顧客が理解できるよう
情報提供すべきである。

P.18

原則5 金融事業者は、顧客との情報の非対称性があることを踏まえ、上記原則４に示された事項のほか、金融商品・サービスの販売・推奨等に係る重要な情報を顧客が理解
できるよう分かりやすく提供すべきである。

P.14,P.15

（注1） 重要な情報には以下の内容が含まれるべきである。
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの基本的な利益（リターン）、損失その他のリスク、取引条件
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品の組成に携わる金融事業者が販売対象として想定する顧客属性
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの選定理由（顧客のニーズ及び意向を踏まえたものであると判断する理由を含む）
・ 顧客に販売・推奨等を行う金融商品・サービスについて、顧客との利益相反の可能性がある場合には、その具体的内容（第三者から受け取る手数料等を含む）及び
これが取引又は業務に及ぼす影響

P.14,P.15

（注2） 金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等する場合には、個別に購入することが可能であるか否かを顧客に示すとともに、パッケージ化する
場合としない場合を顧客が比較することが可能となるよう、それぞれの重要な情報について提供すべきである。

P.6

（注3） 金融事業者は、顧客の取引経験や金融知識を考慮の上、明確、平易であって、誤解を招くことのない誠実な内容の情報提供を行うべきである。 P.14～P.17

（注4） 金融事業者は、顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの複雑さに見合った情報提供を、分かりやすく行うべきである。単純でリスクの低い商品の販売・推奨
等を行う場合には簡潔な情報提供とする一方、複雑又はリスクの高い商品の販売・推奨等を行う場合には、顧客において同種の商品の内容と比較することが容易となる
ように配意した資料を用いつつ、リスクとリターンの関係など基本的な構造を含め、より分かりやすく丁寧な情報提供がなされるよう工夫すべきである。

P.4,P.14
P.15

「顧客本位の業務運営に関する原則」の原則２～７の項目ごとに、取組や関連情報を記載したページは
以下の通りです。
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顧客本位の業務運営に関する原則 記載部分

（注5） 金融事業者は、顧客に対して情報を提供する際には、情報を重要性に応じて区別し、より重要な情報については特に強調するなどして顧客の注意を促すべきである。 P.15

原則6 金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識及び取引目的・ニーズを把握し、当該顧客にふさわしい金融商品・サービスの組成、販売・推奨等を行うべきである。 P.4～P.13
P.25～P.27 

（注1） 金融事業者は、金融商品・サービスの販売・推奨等に関し、以下の点に留意すべきである。
・ 顧客の意向を確認した上で、まず、顧客のライフプラン等を踏まえた目標資産額や安全資産と投資性資産の適切な割合を検討し、それに基づき、具体的な金融商
品・サービスの提案を行うこと
・ 具体的な金融商品・サービスの提案は、自らが取り扱う金融商品・サービスについて、各業法の枠を超えて横断的に、類似商品・サービスや代替商品・サービスの内容
（手数料を含む）と比較しながら行うこと
・金融商品・サービスの販売後において、顧客の意向に基づき、長期的な視点にも配慮した適切なフォローアップを行うこと

P.4～P.13
P.19,P.20

（注2） 金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等する場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわしいかについて留意すべきである。 P.6

（注3） 金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品の特性を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公表するとともに、商品の販売に携
わる金融事業者においてそれに沿った販売がなされるよう留意すべきである。

P.6

（注4） 金融事業者は、特に、複雑又はリスクの高い金融商品の販売・推奨等を行う場合や、金融取引被害を受けやすい属性の顧客グループに対して商品の販売・推奨等を
行う場合には、商品や顧客の属性に応じ、当該商品の販売・推奨等が適当かより慎重に審査すべきである。

P,12,P.13
P.19,P.24

（注5） 金融事業者は、従業員がその取り扱う金融商品の仕組み等に係る理解を深めるよう努めるとともに、顧客に対して、その属性に応じ、金融取引に関する基本的な知識を
得られるための情報提供を積極的に行うべきである。

P.14～P.17
P.21

原則7 金融事業者は、顧客の最善の利益を追求するための行動、顧客の公正な取扱い、利益相反の適切な管理等を促進するように設計された報酬・業績評価体系、従業
員研修その他の適切な動機づけの枠組みや適切なガバナンス体制を整備すべきである。

P.21

（注） 金融事業者は、各原則（これらに付されている注を含む）に関して実施する内容及び実施しない代わりに講じる代替策の内容について、これらに携わる従業員に周知す
るとともに、当該従業員の業務を支援・検証するための体制を整備すべきである。

P.21
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